
中央教育審議会大学分科会認証評価機関の認証に係る審査等運営に関する規則（案）の概要
【目的】
・認証評価機関の認証に関する審査等の運営に関し必要な事項を定めることにより、適切かつ円滑な審査等の実施を図ることを目的とする。

【通則】
・審査は、学校教育法、学校教育法施行令、学校教育法施行規則、学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定
める省令その他法令に基づいて行う。

【審査スケジュール】

【認証評価機関における自己点検・評価の結果、届出の内容に対する意見】
・文部科学大臣から認証評価機関が行った自己点検・評価の結果について意見を求められたときは、その求めに応じ、当該自己点検・評価の結果
に係る確認を行い、意見を述べるものとする。

・認証評価機関からの変更の届出の内容について、文部科学大臣から「認証評価の公正かつ適確な実施が確保されないおそれがあると認められる
とき」への当否について意見を求められたときは、その法令適合性の確認を行い、意見を述べるものとする。

【その他】
・守秘義務及び利益相反を規定。
・分科会が部会等に認証評価機関の認証に関する審査等を付託する場合、当該部会等に当該審査等に係るルールを準用することを規定。

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月以降

【評価業務開始前々年度】 【評価業務開始前年度】
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○審査意見の種類
・是正事項（法令に抵触する事項等）
※第二次審査の結果、是正事項がある場合は原則として認証不可

・改善事項（改善を求める事項等）
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中央教育審議会大学分科会 
認証評価機関の認証に係る審査等運営に関する規則（案） 

 
令 和 ◯ 年 ◯ 月 ◯ 日 
中央教育審議会大学分科会決定 

 
（目的） 
第一条 この規則は、認証評価機関の認証に関する審査等の運営に関し必要な事項を定めること

により、適切かつ円滑な審査等の実施を図ることを目的とする。 
 
（定義） 
第二条 この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 
一 分科会 中央教育審議会大学分科会をいう。 
二 申請書等 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号。以下「法」という。）第百十条第一

項に基づき認証評価機関になろうとする者が、その申請に際し、認証評価機関の認証の申請

及び届出に係る手続等に関する規則（令和六年文部科学省令第三十四号）（以下「手続規則」

という。）第一条に基づき文部科学大臣に提出する書類一式をいう。 
三 是正事項 審査の結果、申請書等の内容に、第三条第一項に列挙する法令に抵触する事項

がある場合又は申請書等の内容が不明確である場合に、申請者に対して申請の内容の修正を

求める事項をいう。 
四 改善事項 審査の結果、申請書等の内容の改善を求める事項がある場合又は認証評価の水

準の維持向上のために申請書等の内容を充実すべき事項がある場合に、申請者に対して申請

書等の内容の改善又は回答を求める事項をいう。 
五 留意事項 手続規則第五条に基づく、認証を受けた者が認証評価の業務を行うに当たって

留意すべき事項をいう。 
 
（通則） 
第三条 審査は、法、学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号。以下「施行令」とい

う。）、学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号。以下「施行規則」という。）、学校

教育法第百十条第二項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令（平成十六

年文部科学省令第七号。以下「細目省令」という。）その他法令に基づいて行う。 
２ 審査の過程において、原則として、新たな審査意見を付し、又はより強い審査意見に変更す

ることは行わない。ただし、審査の過程において、申請内容が変更若しくは追加された場合又

は新たな事実が判明した場合については、この限りではない。 
３ 審査は、書面、面接により行う。 
 
（守秘義務及び利益相反） 
第四条 分科会の委員及び第十条により審査に関わった委員以外の者（以下「分科会の構成員」

という。）は、当該審査等に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。分科会の構成員でなく
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なった後においても同様とする。 
２ 分科会の構成員は、自己、配偶者若しくは三親等以内の親族の一身上に関する案件又は自己

の関係する法人等に関する案件については、当該組織における審査等（書面、面接の別を問わ

ない。）に参画することができない。 
 
（認証評価機関の認証に係る審査期間） 
第五条 審査期間は、次のとおりとする。ただし、必要がある場合には、当該年度の末日まで審

査を行うことができる。 
一 当該認証評価機関の認証評価の業務を開始する前々年度の一月末日までに申請のあったも

のについては、同業務を開始する前年度の二月から六月までとする。 
二 当該認証評価機関の認証評価の業務を開始する前年度の六月末日までに申請のあったもの

については、同業務を開始する前年度の七月から十月までとする。 
 
（認証評価機関の認証に係る第一次審査） 
第六条 分科会は、申請書等に基づき書面による審査を実施し、その結果を踏まえ、是正事項又

は改善事項を付す必要があるときは、審査意見としてまとめる。 
２ 前項の審査に際して、書面による審査に加え、詳細な審査が必要であると認める場合は、面

接による審査を行うことができる。 
３ 審査意見に是正事項が付されない場合は、判定を「可」とし、留意事項をまとめる。 
４ 審査意見に是正事項が付される場合は、申請者に対して審査意見を伝達し、審査意見を踏ま

えた申請書等の補正がある場合は、次条の審査までに補正した申請書等の提出を求める。 
 
（認証評価機関の認証に係る第二次審査） 
第七条 分科会は、申請者から提出された前条第４項に基づく補正がなされた申請書等に基づき

書面による審査を実施し、その結果を踏まえ、是正事項又は改善事項を付す必要があるときは、

審査意見としてまとめる。 
２ 前項の審査に際して、書面による審査に加え、詳細な審査が必要であると認める場合は、面

接による審査を行うことができる。 
３ 審査意見に是正事項が付されない場合は、判定を「可」とし、留意事項をまとめる。 
４ 審査意見に是正事項が付される場合 （次条の場合を除く。）は、判定を「不可」とし、不可理

由を作成する。 
 
（認証評価機関の認証に係る審査の継続（保留）） 
第八条 第七条の審査において審査意見に是正事項が付され、かつ、当該是正事項が次のいずれ

かに該当する場合は、一回を限度として、判定を保留し、申請者に対して審査意見を伝達し、

審査意見を踏まえた申請書等の再補正があるときは、次条の審査までに補正した申請書等の提

出を求める。 
一 是正事項への対応が必ずしも十分ではないが、申請書等を再補正の上最終判定を行うこと

が適当であると認める場合 
二 形式要件の不備があり、若干の猶予によって確実に補正がなされると期待される場合 



3 
 

 
（認証評価機関の認証に係る第三次審査） 
第九条 分科会は、申請者から提出された前条に基づく再補正がなされた申請書等に基づき書面

による審査を実施し、その結果を踏まえ、是正事項又は改善事項を付す必要があるときは、審

査意見としてまとめる。 
２ 審査意見に是正事項が付されない場合は、判定を「可」とし、留意事項をまとめる。 
３ 審査意見に是正事項が付される場合は、判定を「不可」とし、不可理由を作成する。 
 
（意見の聴取） 
第十条 分科会長は、必要があるときは、委員以外の者に分科会への出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 
２ 分科会長は、必要があるときは、委員以外の者に第六条第一項及び第二項、第七条第一項及

び第二項、第九条第一項の審査に協力を求めることができる。 
 
（認証評価機関における自己点検・評価の結果に対する意見） 
第十一条 分科会は、文部科学大臣から認証評価機関が細目省令第二条第四号の規定に基づいて

行った自己点検・評価の結果について意見を求められたときは、その求めに応じ、当該自己点

検・評価の結果に係る確認を行い、意見を述べるものとする。 
 
（届出の内容に対する意見） 
第十二条 分科会は、手続規則第二条に規定する届出の内容について、文部科学大臣から法第百

十一条第一項に規定する「認証評価の公正かつ適確な実施が確保されないおそれがあると認め

られるとき」への当否について意見を求められたときは、その求めに応じ、当該届出の内容に

ついて法、施行令、施行規則、細目省令その他法令に基づき確認を行い、意見を述べるものと

する。 
 
（部会等への準用） 
第十三条 第二条から前条までの規定は、分科会が同分科会に置かれる部会等に認証評価機関の

認証に関する審査等を付託する場合、当該部会等に準用する。 
 

附 則 
この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 



○学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）（抄）
第九十四条 大学について第三条に規定する設置基準を定める場合及び第四条第五項に規定する基準を定め
る場合には、文部科学大臣は、審議会等で政令で定めるものに諮問しなければならない。

第百十二条 文部科学大臣は、次に掲げる場合には、第九十四条の政令で定める審議会等に諮問しなければ
ならない。
一 認証評価機関の認証をするとき。
二 第百十条第三項の細目を定めるとき。
三 認証評価機関の認証を取り消すとき。

○学校教育法施行令（昭和二十八年政令第三百四十号）（抄）
（法第九十四条の審議会等で政令で定めるもの）
第四十二条 法第九十四条（法第百二十三条において準用する場合を含む。）の審議会等で政令で定めるも
のは、中央教育審議会とする。

○第１２期大学分科会における部会等の設置について（令和５年５月17日中央教育審議会大学
分科会決定）（抄）
中央教育審議会令第６条第１項並びに中央教育審議会運営規則第３条第５項及び第４条第１項の規定に基

づき、専門的な調査審議を行う部会等を以下のとおり設置する。
各部会等は、調査審議が終了したときには廃止するものとする。
各部会等の審議状況は、適宜、分科会に報告するものとする。

３．認証評価機関の認証に関する審査委員会
（所掌事務）

学校教育法第１１２条の規定に基づき、大学分科会が認証評価機関の認証に係る審査等を行うのに先
立ち、専門的な調査審議を行う。

【参考】中央教育審議会における認証評価機関の認証に係る審査の関係法令等




